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大阪府
と
フリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州
の
経済交流促進に関する覚書


日本国の大阪府とイタリア共和国のフリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州（以下「両当事者」という）は、
経済・商業的交流を通じて相互協力を強化することを目指しつつ、それによって互いに支援し関係を強化するための発展的な枠組みを構築しながら、経済・商業的発展を支援する関係を緊密化することを目的として、

それぞれの権限の範囲内で、次のとおりの合意に至った。




第1条
 （目的及び目標）
本覚書は、製造分野におけるイノベーションを支援、ヘルスケア分野及びその他の関心分野における各当事者の所管機関内の促進を通じて、それぞれの経済発展目標を達成するために、両当事者間の交流及び協力を促進することを目的とする。

特に、両当事者は、投資、雇用創出、代表団の訪問及びビジネスマッチングの実施を奨励・支援するための施策などによっても、貿易、産業及びインフラストラクチャーの分野における相互発展を促進する。

両当事者は同様に、それぞれの関係機関及び企業間の相互交流を促進するとともに、情報・提案及び経験の定期的な交換を促す意向を表明する。

第2条
（法規制の不変条項）
本覚書は、日本及びイタリアの法令、並びに適用される国際法、及びイタリア側についてはイタリアの欧州連合加盟に伴う義務に従って実施されるものとする。

第3条
（本文書の非拘束的性質）
本覚書は、国際法上の権利義務を生じさせる国際協定を構成するものではない。本覚書のいかなる条項も、両当事者にとって法的拘束力のある義務または公約として解釈又は履行されるものではない。

第4条
（活動及び協力分野）
第1条に定める目的を達成するため、両当事者は以下の分野において相互の訪問、情報及び経験の交換を通じて、協力の枠組みを発展させていく意向である。

· ヘルスケア及びライフサイエンス
· 金属加工分野などの中小企業
· 革新的なスタートアップ企業　
· グリーンテクノロジー開発
· 産業及び物流  

第5条
（財政の中立条項）
本覚書の実施により想定される、又は生じるすべての活動は、両当事者の予算によって賄われ、いかなる場合も、日本及びイタリア共和国の公的財政に新規または追加の負担を生じさせることなく行われるものとする。

第6条
（定期的な協議）
本覚書の規定を実施するため、両当事者は相互に協議し、また必要に応じて、本覚書の第4条に定める分野において、それぞれの国内法制度に従い、本覚書の承認に規定された手続きと同様の手続きに従って、実施に関する協定書又は了解書を締結することができる。

第7条
（通知）
イタリア側は、本覚書の実施において計画されている取組みへの進捗状況について、管轄地域を有する大使館に通知するものとする。

第8条
（変更と補足）
本覚書に対するいかなる修正または追加も、両当事者の同意を条件として書面により定義することができ、イタリア側においては、本覚書の承認のために規定された手続きと同様の手続きに従い、行うこととする。

第9条
（解釈の相違）
本覚書の解釈及び／又は実施に関して相違が生じた場合は、両当事者間の直接協議を通じて友好的に解決されるものとする。

第10条
（個人情報の保護）
両当事者は、本覚書に基づく活動を実施する目的で相手方から受領した個人情報を保護するものとし、相手方の事前の書面による同意なしに、当該情報を第三者に提供せず、合意された目的と反する方法で当該情報を処理しないことを約するものとする。

第11条
（効力及び存続期間）
· 本覚書は、両当事者による署名日に発効し、有効期間は3年間とする。
· 本覚書は、その有効期日の少なくとも3か月前までに、両当事者の国内法制度が定める手続きに従い、書面による通知により、さらに3年間の期間について明示的に更新することができる。
· 両当事者は、相手方に終了予定日の少なくとも6か月前までに書面での通知により、いつでも本覚書の効力を終了させることができる。
· 本覚書の終了は、当事者間で別途合意がない限り、本覚書の実施において既に承認され、かつ実行中のプロジェクト及びプログラムの中断を伴わないものとする。

本覚書は、大阪府において、2026年7月3日に署名の上、日本語及びイタリア語による原本2通が作成され、いずれも等しく正本としての効力を持つものとする。


 　　　 　　大阪府　　　　　　　　　　　　フリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州

　　　　　　　　　　商工労働部
　　　　　　　　　　　部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域担当大臣
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